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のち、現代における安全と発展の条件として「強力な経済」 、 「適度な国防力」 、 「国際協力の拡大」を指摘した。これはカンボジアの占領が敵を増やし、ベトナムの安全を阻害してき 側面を認め、対外的な融和を説いたものであった。　
対外政策の転換は東南アジア観
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策の新方針は「拡大・多様化・多角化」であった。拡大は政治社会体制の相違を超えた友好を、化は経済や文化などを含む包括的関係を、多 は多国間制度への参加をそれぞれ意味した。この方針を具体化したのがアメリカとの関係正常化であり ＡＳＥＡＮ、アジア太平洋経済協力（ ＰＣ） 、世界貿易機関（ＷＴＯ）な
どへの加盟であった。　
しかし経済発展を続けるために




















任直後のタク氏は筆者 インタビューに対し、 「中国 の関係をめぐりアメリカや日本の助力を求める動機はベトナムには全くない」と述べるとともに、その理由とし
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促されつつ、アジア太平洋 安全保障対話に 組んで アメリカと中国を巻き込みながら形成されたＡＲＦの狙いの一つは、南シナ海に関する多国間協議の実現であった。南シナ海はインド洋と太平洋を結ぶ海上交通の要衝である。アメリカや日本などは、島嶼の領有権については直接の当事者ではないが、海 の安全保障については正統な利害関係者に含まれる。　
しかしＡＲＦをつうじた関与は
容易に進展しなかった。南シナ海








議は掛け声ばかりで容易に進展しなかった。ＡＳＥＡＮにとって痛恨事であったのは、協議の停滞中に、中国の南シナ海進出が加速したことである。二〇〇七年一一月、中国政府は海南省に「南沙市」を新設し、その行政範囲に南シナ海の三つの島嶼を含めた。二〇一年前後からは ベトナムの漁船や調査船が中国側から妨害 発砲、拿捕を受ける事案が急増し 越関係を緊張させた。　
こうしたなかでベトナムは、南







中国はあくまでも反対であり、まもなく露骨なＡＳＥＡＮ分断策に乗り出した。二〇一二年の議長国にカンボジアが就任すると、中は同国への巨額の援助を約束しＡＳＥＡＮを間接的に制御し 。七月のＡＭＭは南シナ海問題 めぐって紛糾し、共同声明を発出できないという ＳＥＡＮが始まって以来の事態となった。　
一一月のＥＡＳではカンボジア
が、南シナ海問題の国際化に反対する議長声明を出した。これはベトナムやそれと同じく国際化に前向きだったフィリピンにとって、
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